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�．は じ め に

２０１０年３月３１日で「平成の大合併」が一段落した。その結果，１９９９年４月

から１１年間にわたって６４２件の合併が行われ，市町村数が３，２３２から１，７２７

へと４６．６％減となった。特に，町が１９９４から７５７へ減る一方，市が６７０から

７８６へ増えて初めて市の数が逆転した。とはいえ，自民党政権が新旧の合併特

例法の優遇措置や地方交付税の削減など強引な誘導策を用いたにもかかわら

ず，当初目標の１，０００市町村への合併を大幅に下回る結果となった。しかも，

財政基盤の弱い小規模団体はなお多い現状である。一方，民主党政権は従来の

強制的な合併でなく，「定住自立圏」構想を地域連携の中心政策として取り上

げている。また，地域主権のために権限と財源の地方移譲，さらに小規模町村

への地方交付税の配分額を増やす方針も打ち出している。

今後，平成の大合併の功罪を評価するには中長期的な分析を要するであろう

が，合併事例に関する実証分析の研究はすでに数多く存在する。とはいえ，市

町村合併と財政との関係は多面的であり，様々な観点で捉えなければすべてを

見通すことはできない。なかんずく，原発関連の税収と交付金で普通交付税の

不交付団体だった自治体が合併に追い込まれたことおよびその後の財政・地域

経済の変化に関する研究は皆無である。

本稿の研究対象地域である，（新）伊方町は愛媛県の最西端から豊予海峡に



突きだした日本一細長い（約４０km）佐田岬半島に位置しており，半島の先端

から旧三崎町，旧瀬戸町，旧伊方町の３町があった。２００５年４月，原発立地

の旧伊方町が名目上の対等合併となっているが，実際には近隣の旧瀬戸町・旧

三崎町を吸収合併した形で，（新）伊方町が誕生した。従来から旧３町は細い

半島の地形的な条件に基づく生活・文化の一体性が高く，また産業構造も似

通って，漁業と，急傾斜地を多く利用した柑橘栽培とが盛んな地域である。た

だ，旧伊方町には四国電力の原発３基が稼働しているため，電力業の割合が高

い。なお，旧３町とも中山間地域として少子・高齢化が急激に進んでいる過疎

地域でもある。ちなみに，愛媛県は従来の１２市・４４町・１４村の計７０市町村

が２００５年８月以降１１市・９町の計２０市町に再編されて今日に至っている。

愛媛県の市町村の減少率は，長崎県の７３．４％，広島県の７３．３％，新潟県の

７３．２％に次ぐ，４番目の７１．４％で，合併先進県と言われるほど合併に積極的

であった。１）

旧伊方町は原発関連の電源三法交付金や四国電力（以下，“四電”と略称）か

らの固定資産税収などのため，愛媛県内で普通交付税の唯一の不交付団体で

あったが，（新）伊方町は交付団体へと一気に転じている。しかも，（新）伊方

町には中山間地域の限界集落が点在し，過疎化と少子・高齢化も一層進んでい

るため，今後とも社会福祉分野を中心に厳しい財政運営が懸念されている。そ

のため，財源確保のために町税として使用済み核燃料税（法定外普通税）の導

入を検討してきたが，愛媛県が初めて核燃料税（県税）の配分を約束したこと

で導入の検討を一時中止しているところである。

本稿の目的は，合併前後の伊方町の変化を財政・地域経済的な側面から検

討・考察し，現状と課題を明らかにすることである。それから，今後の持続可

能な町づくりのための改善策を提案することである。そのため，旧３町とりわ

１）愛媛県の合併に関する参考文献として，横山昭一「愛媛県における市町村合併の展開」
『統計』第５４巻第１１号，２００３年１１月；國原幸一朗「愛媛県の市町村合併を考える」『地
理』第５１巻第４号，２００６年４月，などを参照されたい。
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け旧瀬戸町・三崎町が合併に追い込まれた背景と，合併前後の比較を通じて合

併のメリットとデメリットを浮き彫りにする。また，旧三崎町の「飛び地合併」

論議についても考察する。最後に，旧伊方町が普通交付税の交付団体への転落

を念頭に置きながら合併へ向かった背景などを地方財政面から検討し，なおか

つ持続可能な地方財政の確立のために使用済み核燃料税の導入を強調する。こ

うした研究は電源三法交付金や法定外税のあり方についても一定の示唆を与え

ることになるであろう。

�．旧３町の合併と地方交付税の見直し

１．（新）伊方町の誕生と「飛び地合併」の提案

政府は「市町村の合併の推進についての指針の策定について」という旧自治

省事務次官通知（１９９９年８月６日）で，都道府県に市町村の合併に関する積

極的な姿勢を促す形で，都道府県に「市町村の合併の推進についての要綱」を

具体的に作成するように求めた。２）２０００年１０月に，愛媛県は当時７０市町村を

１３市町に再編する合併パターン試案を発表し，市町村も合併を論議し始め

た。２００１年２月に，県は様々な合併パターンとして，基本パターン１１と参考

パターン１５を示した「愛媛県市町村合併推進要綱」を策定し，また少子・高

齢化や産業構造の変化などの社会の変化を取り上げて合併の必要性を積極的に

強調した。３）さらに，県は２００３年３月に『市町村合併ハンドブック』をも作成

した。かくして，県として市町村に具体的な検討を促し，なおかつ合併推進論

者を自認する知事が各市町村の首長に会って合併の意義・必要性などをも強調

し続けた。平成の大合併は東日本より西日本の方が多かったが，長野県，福島

県は愛媛県とは違って，県として上からの合併推進をしないことを表明したこ

ともある。４）合併先進県の愛媛県の場合，市町村の「自主的」な合併を原則論と

２）川村匡由「市町村合併と地域福祉」川村匡由編『市町村合併と地域福祉』ミネルバ書
房，２００７年，１６～１７ページ。
３）宮崎幹朗「平成の大合併と愛媛県における市町村合併の状況」宮崎幹朗編『愛媛県にお
ける市町村合併の展開と展望』セキ株式会社，２００７年，２５～２６ページ。
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しては保ちつつも，市町村の合併を積極的に促したと言える。

愛媛県では２００３年４月に新居浜市と別子山村が合併し誕生した「（新）新居

浜市」を皮切りに，２年半弱ですべての合併が「市町村の合併に関する特例等

に関する法律（以下，“合併旧法”と略称）」の期限内に行われた。５）ところで，

佐田岬半島の旧３町の合併に当たって，旧三崎町長は最適の組み合わせとは言

えない，八幡浜市・保内町との「飛び地合併」を提案した反面，小さな合併を

望んだ旧瀬戸町と旧伊方町は合併協議の意思を確認した。旧伊方町と旧瀬戸町

は従来からゴミ・消防などで一部事務組合を設けて広域行政を行っていた。６）し

かし，佐田岬半島の端にある旧三崎町の町長は，隣の旧瀬戸町と旧伊方町との

合併でなく，２町を飛び越えて車で約１時間も離れた八幡浜市との異質な「飛

び地合併」を提案した。この提案は町議会の反対に直面したうえ，その後行わ

れた住民投票（２００３年２月２３日，投票率８３．２７％）で「伊方町・瀬戸町・三

崎町の合併」の方が１，６９８票（約５７．７％）を得，飛び地合併の１，２４４票を抑

えた形で，同年６月に旧伊方町・瀬戸町との合併協議会への加入を余儀なくさ

れた。７）２００３年１月に設置された旧伊方町と旧瀬戸町との合併協議会（法定）

が，引き続き同年７月の旧三崎町を含めた３町の合併協議会（法定）へ再編さ

れ，２００４年９月の合併調印を経て２００５年４月に人口１３，０７６人を擁する（新）

伊方町が発足した。

旧三崎町長の突然の飛び地合併提案の背景として，愛媛県庁の思惑を取り上

げることができよう。当初，愛媛県庁は合併の基本パターンとして八幡浜市を

中心に西宇和郡の１市５町（保内町・三瓶町・伊方町・瀬戸町・三崎町）のよ

り広い地域の合併を積極的に進めようとしたが，２００２年２月にいち早く三瓶

４）岡田知弘「地域経済と市町村合併」『議会と自治体』第６６号，２００３年１１月，４２ページ。
５）２００９年１０月から，松山市のベッドタウンのような松野町も当面単独存続の方針で取り
残されており，もう一つの未合併の松野町は鬼北町との合併論議を進めてきたが，同和問
題の取扱を巡る相違のために合併新法の失効前の合併は解消されてしまった。
６）ただし，３町のみの一部事務組合はない。
７）愛媛県総務部新行政推進局『愛媛県市町村合併誌』愛媛県，２００６年，６６５～６６７ページ。
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町（現：西伊市）が東宇和郡４町との合併を希望して離脱する。さらに，原発

関連の電源三法交付金や税収などで財政力のよい旧伊方町が八幡浜市８）との合

併に消極的であったため，何とか旧三崎町の飛び地合併で旧伊方町を八幡浜市

との合併へと誘導したい県側の何らかの働きがあったはずだという推測も多

い。９）住民の反対で旧三崎町の飛び地合併が頓挫した結果，旧伊方町は新潟県の

原発立地自治体の刈羽村（現：柏崎市刈羽村）とは異なり，町名と財政力を保

つことができたと言えよう。

２．平成の大合併と地方交付税制度の見直し

１９９０年代のバブル崩壊，ポスト経済への進入，グローバル化の急展開など

に備え，国の構造改革として地方分権改革が進められた。その主要手段として

の市町村合併も行政体制整備の側面が強調されていたものの，多面的な側面の

アプローチとりわけ財政問題から切り離すことはできない。

平成の大合併を強行した背景として，少子・高齢化や住民のニーズの多様化

と高度化などの社会経済の構造変化，権限と財源のバランスなどに対応できる

一定規模の自治体を求める画一的な「受け皿論」がよく取り上げられている。

とはいえ，国の財政再建が喫緊の課題であって，その解決手段として小規模自

治体の合併が利用されたと言わざるを得ない。景気低迷による国・地方税収が

減少する一方，地方財政の財源保障機能を担うべき地方交付税の負担は増加の

一途を�るだけに，国の財政赤字のさらなる拡大も避けられない状況であっ

た。言い換えれば，持続可能な行政サービスの保障を打ち上げた地方分権改革

とは異なり，国の財政運営の悪化を一時的に打開する形で合併が行われたと言

える。

１９９３年６月に，衆参両院の本会議で「地方分権の推進に関する決議」が採

８）八幡浜市と保内町は２００５年３月に合併し，（新）八幡浜市が誕生した。
９）２０１０年１月２０，２１日の二日間で旧三崎町の前職員および複数の地元住民を対象にした
聞き取り調査の結果に基づく。
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決されたのを皮切りに，１９９８年に閣議決定の地方分権推進計画に「市町村の

合併等の推進」が打ち出された。１９９９年に住民発議制度の拡充，地方交付税

や地方債の特例措置など様々な優遇措置を盛り込んだ「合併旧法」と，自治省

の「市町村合併推進指針」，２００１年３月の「市町村合併支援本部」の設置など

制度的な整備が行われた。１０）さらに２００１年の小泉政権の「聖域なき構造改革」

と最初の「骨太の方針」などでも合併の積極的な推進方針を打ち出したものの，

市町村合併の動きはそれほど活発ではなかった。ところが，地方交付税制度の

見直しが始まった２００１年後半から，多くの自治体が合併へ積極的に取り組む

ように変わる。

こうした変化の主な理由として，まず国の財政再建の一環として，２００２年

度から本格的に施行された，地方交付税の傾斜配分の修正と総額の縮小があ

る。１１）具体的な例として，事業費補正・段階補正の見直しや臨時財政対策債の

発行（２００３年度）などが用いられた。とりわけ２００２年度には段階補正の算定

方法の見直しで，小規模自治体に対する割増率について，効率的な行政運営を

行っている上位３分の２の自治体の平均を参考にした引き下げを実施し，傾斜

配分をさらに後退させる。１２）そのうえ，「三位一体の改革」による地方交付税の

総額削減は決定的な脅威を与えたと言える。二つ目に，２００２年１１月の第２７

次地方制度調査会で副会長（西尾勝）の「今後の基礎的自治体のあり方につい

て（いわゆる，西尾私案）」が提出されたことがあげられよう。西尾私案とは，

概ね人口１万未満の自治体の解消を狙ったようであって，合併を進めない小規

模自治体の権限の縮小または�奪を盛り込んだ強制合併を臭わせた内容で，小

規模自治体への衝撃は大きかった。

かくして，地方交付税の財政保障機能の低下と相まって，自主財源の乏しい

１０）進藤兵「市町村合併・地方自治構造改革政策とその背景」『日本の科学者』第３９巻第６
号，２００４年６月，７ページ。

１１）小西砂千夫「市町村合併と地方財政制度・市町村の財政運営」『自治研究』第７９巻第９
号２００６年９月，２６～２９ページ。

１２）宮崎毅「地方交付税と市町村合併」『一橋大学機関リポジトリ』２００８年２月，４ページ。
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図－１ ３町の人口１人当たりの人件費 （単位：千円）

出所）（新）伊方町の内部資料

小規模自治体では今後の財政運営に対する懸念が高まり，自治体の存亡をかけ

て合併への駆け込みに走らせた。ちなみに，こうした小規模自治体に危機意識

を抱かせた最初のきっかけとして，１９９８年度から人口４，０００人未満の町村を

対象とした，段階補正の見直しに伴う地方交付税の削減策をも取り上げられよ

う。段階補正は，小規模自治体ほど人口当たりの職員数が多いこと，すなわち

公共サービスの供給コストや社会資本整備コストが割高であることを反映した

ものである。図－１のように，１９９９年当時の人口は旧伊方町の６，９６０人，旧瀬

戸町の２，８２０人，旧三崎町の４，４０５人であって，人口当たりの人件費はそれぞ

れ１５９，００７円，２３１，８５２円，１７５，９０１円で人口規模が小さいほど高かった。ま

た，こうした変化の政治的な背景として，１９９８年の参議院選挙で自民党が大

都市圏で大敗し，従来の農村優遇から都市部への支援を手厚くするよう地方交

付税政策を転換したことを取り上げよう。１３）ただ，後述するように，１９９８年に

行われた４，０００人以下の自治体に関する段階補正の見直しは，旧瀬戸町のよう

な小規模自治体を合併へ追い込むほどの影響をもたらさなかったと言える。

いずれにせよ，財政調整制度とりわけ地方交付税により，自主財源の乏しい

１３）梶田真「小人口町村に対する地方交付税削減策の展開とその解釈」『地理学評論』第８１
巻第２号，２００８年１２月，６０～６４ページ。
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小規模自治体においてもナショナル・ミニマムが達成できた一方，１９９０年代

からのハコモノ中心のまちづくり事業，地方単独事業のための事業費補正など

の国の政策が，地方のモラル・ハザードをもたらし，歳出拡大・財政赤字をよ

り深刻化させたことは否めない。

�．合併前後の地域経済と財政状況

１．旧３町の財政状況

佐田岬半島の旧３町は，傾斜地を利用した柑橘などの農業，漁業などの第一

次産業と，それらの加工品の小売店中心の第三次産業が中心である。２００３年

度の旧３町の第一次・第二次・第三次産業別の総生産額における割合を見れ

ば，旧伊方町（２．４％・４．０％・９３．６％），旧瀬戸町（１５．２％・１８．４％・６６．５％），

旧三崎町（１１．６％・１８．２％・６４．３％）であった。１４）生産額は，旧伊方町の８０，７６５

百万円，旧瀬戸町の６，３１８百万円，旧三崎町の１０，１２０百万円で旧伊方町が断

然多いものの，農林水産業の生産額のみでは旧伊方町の１，９５４百万円，旧瀬戸

町の９９３百万円，旧三崎町の１，８３７百万円であって，旧伊方町の電力・ガス・

水道業を除けば旧３町の産業構造はほぼ等しいと言える。

旧伊方町には四国電力の原発３基が稼働しており，四国の電力需要の約４割

を発電しているが，工業用水の不足，平地の不足，消費地からの遠距離などで

小規模の縫製工場や食品加工工場を除き，製造業の育成は皆無に等しい。１５）そ

れゆえ，地元の雇用先として原発と風力発電などに係わる四電関係の会社が大

きいものの，原子力関係の専門職は少なく，清掃・給食などサービス関係が多

くを占めている。旧３町とも沿岸漁業の衰退と柑橘の自由化などで活力をすで

に失っており，農漁村の構造的な問題でもある一次産業の担い手の高齢化と若

年層の流出に伴う後継者問題と労働力不足で，旧瀬戸町・旧三崎町の地域経済

１４）愛媛県総務部統計課『愛媛県統計年鑑（平成１７年度）』愛媛県，２００６年，６４ページ。
１５）旧伊方町の地域経済・地方財政については，拙稿「伊方町における原発立地と地域経
済・地方財政」『財政と公共政策』第２８巻第１号，２００６年５月，を参照されたい。
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図－２ 地方交付税の変化率

出所）愛媛県総務部統計課『愛媛県統計年鑑』各年版

は衰退の一方を�っていた。また，一次産業の衰退とともに税収も漸減傾向に

あり，しかも激しい過疎化がすでに進んでいた。１６）ちなみに，両町は過疎法の

対象地域であったが，（新）伊方町は「見なし過疎地域」となっている。他方，

旧伊方町も電源三法交付金の補助事業など公共事業の建設業が中心であって，

農業・漁業は労働力不足で減少傾向を見せていた。

ところで，前述のように，地方交付税の大幅な削減は小規模自治体の旧瀬戸

町・三崎町の財政状況を急激に悪化させた（図－２）。財政力指数から分かる

ように，旧瀬戸町・三崎町の財政は，地方交付税を中心に約８割強を依存財源

に頼らざるを得なかった（表－１）。旧瀬戸町は段階補正の見直しで１９９９年度

から地方交付税が削減されてきたが，総務省が本格的に地方交付税の総額の削

減に取り組んだ２００１年以降の削減率が著しかった。地方交付税の削減率を前

年度比で見れば，１９９９年度の１．３２％，２０００年度の１．１１％，２００１年度の

７．８０％，２００２年度の７．７７％，２００３年の６．３６％のように急減となった。旧三崎

町も２０００年度の１．５５％増から，２００１年度の６．８４％減，２００２年度の５．２２％

減，２００３年の８．５４％減へと急展開を見せた。２００３年度に地方交付税の穴埋め

１６）地域の衰退に対する原因として，国際化の進行に伴う産業空洞化と経済構造調整政策な
どに対する国の責任を問う論者もいる（岡田知弘，前掲論文，４６～４７ページ）。
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１９９９年 ２００３年

伊方町 瀬戸町 三崎町 伊方町 瀬戸町 三崎町

地 方 税 ４８．９％ ４．９％ ６．５％ ４１．１％ ５．４％ ６．７％

地方交付税 ０．６％ ４８．７％ ５２．７％ ０．５％ ４６．８％ ４８．０％

国庫支出金 １５．５％ １３．４％ １１．９％ ２０．２％ ６．９％ ３．５％

県 支 出 金 １４．５％ ９．９％ １１．３％ ８．３％ ８．１％ １７．３％

地 方 債 ９．８％ １０．４％ ６．６％ ７．６％ １７．３％ １２．８％

そ の 他 １０．７％ １２．７％ １１．０％ ２２．３％ １５．５％ １１．７％

歳 入 総 額 ８，２４８，２４４ ３，６４９，８６９ ３，７３７，２７３ ７，１８４，５３５ ２，９８７，８７３ ３，３６４，３８０

財政力指数 １．４９０ ０．１１６ ０．１３４ １．２８２ ０．１３４ ０．１３９

表－１ 旧３町における主な歳入項目の割合 （単位：千円）

注）旧伊方町の場合，特別交付税である。
出所）愛媛県総務部統計課『愛媛県統計年鑑』各年版より

として赤字地方債の「臨時財政対策債」が発行され始めたことが主な理由であ

る。中山間地域の小規模自治体は課税客体に乏しく，地形的な条件と過疎化・

高齢化のために行政コストも割高であって，依存財源とりわけ地方交付税の削

減は小規模自治体の財政運営に大きな打撃を与えかねない。例えば，２００４年

度の旧三崎町では財政運営の�迫で役場職員がゴミ収集を行うなど，標準的な

行政サービスさえ提供できない財政破綻寸前の状況に陥っていた。

他方，１９９５年より普通交付税の不交付団体であった旧伊方町にとっても，

原子力関連の交付金や町税とりわけ原発関連の固定資産税が先細りすることが

予想され，間もなく地方交付税の交付団体へ転じる可能性が高くなったため，

合併旧法の優遇措置である地方交付税の合併算定替えを財政的なメリットだと

判断したのであろう。

１９９９年度の旧三崎町・三崎町の主な歳出（性質別）を見れば，前者は普通

建設事業費（２８．４％）・公債費（２０．５％）・人件費（１８．４％）で，後者は人件費

（２１．７％）・普通建設事業費（２０．６％）・公債費（１５．８％）の順である。１７）ところ

で，旧瀬戸町・三崎町は旧伊方町より自主財源が乏しく，なお財政規模も半分
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図－３ 旧３町の経常収支比率

出所）図－１と同一

弱にもかかわらず，職員の平均給料は旧伊方町（３０６，３００円）より旧瀬戸町

（３１９，９００円）・三崎町（３２７，０００円）の方が高かった。また，図－３のように，

１９９９年度の旧瀬戸町・三崎町の経常収支比率はそれぞれ８５．９％・８６．２％で，

すでに弾力性を失い，硬直的な財政運営を余儀なくされていた。

旧３町は，ハコモノ中心の公共事業などに伴った公債費の割合も高く，旧瀬

戸町・三崎町の比率は，財政運営の�迫が危機的な状況とも言われる１０％を

遥かに超えていた（表－２）。その主な理由として，無計画でかつ緊急性のな

い公共事業が多く行われたことを取り上げられる。典型的で無駄な公共事業の

事例として，旧三崎町では１９９７～９９年にかけて推し進めた中学３校の体育館

の新築および身の丈に合わない立派な役場の建設などで財政赤字を一層悪化さ

せた。合併前の１９９１年に１０８年の歴史を持つ大佐田小学校が廃校するなど，

少子化の急速な進行が見込めたはずなのに，１９９７年の二名津中学校体育館の

新築と三崎町保健福祉センター新築，１９９８年の三崎小・中学校体育館の改築

および三崎町庁舎改築などが行われた。ところが，中学３校のうち，２００４年

に廃校１校，２００５年の合併後に残りの２校も統合されたため，２０１０年３月現

１７）伊方町の内部資料
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在２つの体育館が遊休施設となり，今後補修・維持費がかさむだけとなってい

る。

また，合併前の職員７０名にも広すぎた旧三崎町役場の庁舎は，２０１０年現在

２４名の総合支所として一層閑散たる建物となっている。その事業費７４５，２２０

千円の多くは，元利償還金に対する交付税措置もない起債（一般単独事業債）

で賄い，地方債の大量発行に伴う公債費の増加で財政運営の硬直性を高めたの

である。とりわけ，赤字地方債の大量発行は，自主財源とりわけ留保財源が少

ない小規模自治体に財政破綻をもたらしかねない要因である。

１９９９年度の地方債の残高（普通会計・特別会計）を見れば，旧伊方町

（５，５３６，３４４千円・６２９，２１２千円），旧瀬戸町（３，３５５，５０３千円・５１７，５６３千円），

旧三崎町（５，２０２，６９２千円・４７４，４０８千円）である反面，財政調整基金はそれ

ぞれ４，５２０，４９０千円，４０５，５８２千円，９８，０２２千円であって，後者の２町はいか

に厳しい状況に置かれていたかを窺うことができよう。旧瀬戸町・三崎町は，

３０％台の高齢社会となったとはいえ，財政規模に合わない介護施設および診療

所などの運営に力を入れていた。例えば，旧三崎町の場合，２００４年度の約３５

億円歳入規模に比べて負債が４０億円に達しており，診療所関係の負債が７．９

１９９９年 ２００３年

伊方町 瀬戸町 三崎町 伊方町 瀬戸町 三崎町

総 務 費 ２１．４％ １４．２％ １６．１％ ３２．０％ １４．４％ １３．９％

民 生 費 １２．３％ ２２．５％ １６．８％ １１．３％ ２１．９％ １７．４％

農林水産業費 ２６．６％ １６．９％ １５．５％ １２．８％ １４．９％ ２７．７％

土 木 費 １５．９％ ６．８％ ７．６％ １９．２％ １０．０％ ３．０％

教 育 費 ６．１％ ５．８％ ５．８％ ７．３％ ７．４％ ５．３％

公 債 費 ７．５％ ２０．５％ １５．８％ ８．６％ １７．０％ １７．７％

そ の 他 １０．２％ １３．３％ ２２．４％ ８．８％ １３．６％ １５．０％

歳 出 総 額 ７，９１３，３６７ ３，５５８，９８６ ３，５７２，２５０ ７，０６９，３２５ ２，８８３，９６２ ３，２５８，３１１

表－２ 旧３町における主な歳出項目の割合 （単位：千円）

出所）表－１と同一

１２ 松山大学論集 第２２巻 第３号



億円を占めたが，老人福祉を中心としたい政治的な判断があったと推察され

る。

こうした放漫な財政運営は，国の積み上げ方式の地方交付税制度と国庫支出

金の構造的問題のみならず，県の指導・監督責任も問われるべきであるが，な

かんずく地元の首長および議会の監督責任が最も大きいと言わざるを得ない。

２．（新）伊方町の財政状況

合併前後である２００４年度と２００７年度における主な歳出（性質別）の変化を

みれば，投資的経費の普通建設事業費が２，７４２，７６９千円から２，４０４，２１１千円へ

減っている。合併後の公共下水道事業・生涯学習センターなどの建設で２００５

年に一時増えたが，２００６年から低減に転じた。また，商工会・観光協会・体

育協会などの統廃合で補助費が１，６２９，０８５千円から１，４１１，０２１千円に減ってい

る。

（新）伊方町の内部資料によると，人件費も合併に伴う三役，議員などの自

然減と職員のリストラのため，２，２８５，４３２千円から１，９８３，２５５千円に減ってい

る。合併前の３町の三役（９名）は合併後２人に，また町議員も４２人から２２

人に大幅に減った。また，役場の職員数も，合併前の旧３町の３２５人から２００７

年の２６８人に減り，人口１，０００当たりの職員数も合併前の２４人から，２００７年

の２２．１人に減った。それゆえ，瀬戸総合支所と三崎総合支所の職員数の大幅

な減少が行われ，旧瀬戸町（総合支所）は７４人から２２人へ，旧三崎町（総合

支所）は１０５人から２５人へと減った。専門職員数も保健師・助産師が３町の

１０人から８人に減る一方，土木技師などは１４人から１６人に増えた。そのほ

か，栄養士１人，支所・学芸員２人がいるのみである。また，民生・農業委員

の削減と，合併する前の希望退職者の募集，合併後の臨時職を中心としたリス

トラが行われた。ちなみに，旧３町の合併協議会では在任特例と定数特例を最

初から認めないことに合意していた。愛媛県内の合併の特徴として，合併後財

政状況の悪化などで住民リコール運動が多く生じ，県内６市町で自主解散・全
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２００４年
２００５年 ２００６年 ２００７年

伊方町 瀬戸町 三崎町

総 務 費 ５０．６％ ２０．３％ １８．０％ １７．２％ １４．３％ １６．４％

民 生 費 ９．５％ １２．９％ ２６．０％ １１．４％ １４．８％ １４．４％

農林水産業費 ６．１％ ２０．６％ １５．０％ １７．８％ １６．０％ １３．１％

土 木 費 ６．２％ ４．８％ ２．５％ １１．１％ １０．９％ ８．５％

教 育 費 １１．２％ １０．７％ ６．０％ １３．１％ ７．２％ ７．６％

公 債 費 ７．０％ １５．６％ １７．４％ １１．６％ １５．５％ １４．６％

そ の 他 ９．４％ １５．１％ １５．１％ １７．８％ ２１．３％ ２５．４％

歳 出 総 額 ８，６５６，１１８ ２，９５７，９９８ ３，１７６，４９５ １３，７０５，５０５ １０，７８２，５４７ １１，００８，３３６

表－３ 新伊方町の主な歳出項目の割合 （単位：千円）

出所）表－１と同一

員辞職の事態に追い込まれたことがある。このように，（新）伊方町は，２００２

～０９年度にわたって職員数が３２２人から２４３人へ減り，愛媛県内で職員の減

少率では２４．５％で最高を記録した。１８）合併旧法の地方交付税合算特例の長所を

生かすには，職員の削減を優先的に行うべきであるが，役場が原発を除いた最

大の雇用先であるだけに地域経済への影響とのバランスを考えるべきであろ

う。

民生費は，２００７年度に３８．１％という高い高齢化率や生活保護者の数の増加

などを反映したように金額と割合とも増えている一方，教育費の割合と金額は

減っている（表－３）。しかし，２００５年度の教育費の一時的な高まりは電源三

法交付金による生涯学習センターの建設に起因する。２００７年度の教育費

（８３８，３８８千円）は，１９９５年度以降最も低かった１９９９年度の旧３町の教育費

（８９４，５２４千円）に近く，少子化・学校の統廃合などを鑑みると児童１人当た

りの教育費は増加していると見なせよう。

他方，伊方町の財政力指数は２００４年の１．２５９から２００５年の０．５７０へ低下

１８）『愛媛新聞』２０１０年５月１４日付け
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し，普通交付税の交付団体となってしまった（表－４）。地方税収は企業城下

町と言えるほど，地方税収における四電の割合が極めて高く，その大部分は原

発関連の固定資産税からなっている（図－４）。伊方原発３号機が動き始めた

１９９５年から２００４年までの１０年間，四電の割合は年平均で８９．４％を占め，し

かも固定資産税では年平均９４．８％を占めていた。合併後，地方税収における

四電の割合が若干下がっているものの，依然として７０％弱を占めている。な

２００４年
２００５年 ２００６年 ２００７年

伊方町 瀬戸町 三崎町

地 方 税 ２９．７％ ５．１％ ６．６％ ２１．８％ ２５．９％ ２５．８％

地方交付税 ０．４％ ４２．２％ ５０．５％ ２１．３％ ２５．６％ ２５．１％

国庫支出金 ５．２％ ５．０％ ３．７％ １７．８％ １５．８％ １４．１％

県 支 出 金 １．３％ ２．８％ ２．７％ １４．１％ ８．２％ ８．２％

地 方 債 ７．３％ １８．１％ １３．６％ ９．８％ １２．８％ １２．４％

そ の 他 ５６．１％ ２６．８％ ２２．９％ １５．２％ １１．７％ １４．４％

歳 入 総 額 ９，２７４，９０５ ３，１１５，７４７ ３，１２６，０１９ １４，０９１，７８７ １１，０６６，６５８ １１，２７９，８４３

財政力指数 １．２５９ ０．１４３ ０．１４１ ０．５７０ ０．５８４ ０．５９２

表－４ （新）伊方町の主な歳入項目の割合 （単位：千円）

注１）旧伊方町の場合，特別交付税のみである。
注２）２００４年の場合，伊方町では繰入金が４７．７％もあった。
出所）愛媛県総務部統計課『愛媛県統計年鑑』各年版と（新）伊方町の内部資料

図－４ 地方税収と固定資産税における四電の割合

出所）図－１と同一
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お，固定資産税では原発の特別減価償却制度のために，四電の割合が２００４年

の９３．１％から２００７年の８３．２％へ減ってはいるものの，依然として（新）伊方

町の唯一な税源とも言える現状である。

さらに，２００５年度末，（新）伊方町は基金として，一般財政調整基金

（１，５９３，９３２千円），町債管理基金（９１８，１３１千円），伊方町地域振興基金

（３，１０８，４１５千円），電源交付金施設維持補修基金（９７，２３７千円）などの２１基

金の計８，９６７，６０７千円を運営している。反面，２００５年度の普通会計の地方債

の残高は１３，５４７，２１７千円に上っており，歳入１４，０９１，７８７千円に等しく，町債

管理基金などに鑑みても決して今後の財政運営の不安を払拭できる状況ではな

い。ちなみに，（新）伊方町は発行条件が同じである合併特例債と過疎債が発

行できるが，後者の使途が若干狭いために合併特例債が主に利用されている。

その発行可能額は，公共施設の整備事業の６８億７，０００万と基金造成事業の１４

億円の計８３億５，０００万であるが，２００８年末現在前者のみで２２億３，０００万円

を用いた。今後，国の地方交付税制度の持続可能性を考慮すれば，ハコモノ整

備のための発行はなるべく抑えるべきであろう。

ところで，伊方町でも１９９４年１２月から運転し始めた伊方原発３号機が加

わった１９９５年の固定資産税収５２億６，２３８万円（うち，四電は５０億８，６１７万

円）から，２００７年の２３億１，５５６万円（うち，四電は１９億２，６５９万円）へと

著しく減っている。最近，四電以外の固定資産税の主な税源として風力発電も

あるが，原発は立て替えなどの大きな設備の取り替えがない限り，特別減価償

却制度によって固定資産税の急激な減少は避けられない状況でる。そのため，

旧伊方町は持続的でかつ安定的な自主財源の確保策として法定外普通税の使用

済み核燃料税の導入を検討し始めたのである。

�．持続可能な地域経済・地方財政を目指して

１．合併後の地域社会の変化

合併の一般的なメリットとして，１）財政基盤の強化，２）行政の効率化，
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図－５ １人当たりの歳出 （単位：千円）

出所）図－１と同一

３）専門的な職員の確保・育成などによる行政サービスの向上，サービス・施

設の拡大による利便性の向上などが取り上げられる。反面，デメリットとし

て，１）行政との距離が遠くなり，住民の利便性の低下，２）中心部と周辺部

の格差の拡大，３）サービス水準の低下や住民負担の増加，地域の歴史や文化

の希薄化などが指摘されている。

（新）伊方町の場合，財政面のメリットと言っても人件費の削減や，学校な

どの重複施設の統廃合による維持・補修費の節減が効く程度である。図－５の

ように，１人当たりの歳出は，合併前の駆け込み投資と合併直後の旧職員の給

料などがあった２００４年（１，１３１千円／月）と２００５年（１，０８１千円／月）を除

けば，２００６年の８６９千円と２００７年の９０８千円であって，１９９５年から２００３年

度までの旧３町の平均額１，０１８千円から改善しているといえる。しかし，約

４０kmに及ぶ細長い半島の地理的隔絶性のために「規模の経済性」を求めるこ

とが困難であり，今後高齢化の進行によっては徐々に高まる可能性をも否めな

い。

また，先に述べたように，栄養士・助産師などの専門職は増えるところが一

人当たりでは減っている。また，現在唯一の栄養士も給食センターに愛媛県の

派遣として勤めている。役場職員を対象とした筆者の聞き取り調査でも合併後
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に特筆すべき新しい業務もないようである。旧３町のような中山間地域の合併

では必ずしも合併が公共サービスの質・量を高めるとは限らないであろう。

他方，デメリットの側面をみれば，総合支所として旧瀬戸町・三崎町の庁舎

を用いており，住民の利便性と効率性を考慮している。とはいえ，縮小した職

員でサービスの高度化と多様化に対応するには限界が見られる。支所には権限

や財源がなく，当然ながら１人で多くの種類の業務を担わざるを得ない。ま

た，社会福祉とりわけ高齢化対策の場合，高齢化率と地形的な条件で単位コス

トが嵩む場合も多い。２０１０年１月末現在，７０集落からなる（新）伊方町は平

地が少ないだけ，大部分の集落は標高２００～３００mの山腹に点在している。（新）

伊方町の平均高齢化率は３８．１％であって，５０％以上の限界集落が１９集落に上

り，なお間もなく限界集落となる４５％以上も７集落あるなど，かなり高齢化

の高い集落が主に山腹に点在している。ちなみに，最高の高齢化率の集落は

８１．８％にも達しており，６０％以上も１３集落がある。新伊方町の場合，行政関

与の地域福祉事業が合併にあわせて撤退する中で，アウトソーシング型の地域

サービスが増加しているものの，聞き取り調査では関連職員の負担増と低賃金

は改善されていないようである。

それから，地域内の格差問題の場合，今のところ特筆すべきことはないよう

である。例えば，旧瀬戸町・三崎町の役場の近くには商店街といえるものもな

く，しかも農漁業や年金生活者の自給自足の生活が大部分なので，合併による

大きな変化はないと言えよう。ただ，合併後，役場への物品などの納付業者の

出入りがなくなったことや，旧三崎町の九州と結ぶ航路が一つ廃止されたた

め，喫茶店や飲み屋の客が減った影響が生じた程度である。しかし，２００４年

度の町内総生産額を見れば，旧瀬戸町の６，５６９百万円と旧三崎町の１０，４１５百

万円に比べ，歳出はそれぞれ２，９５７百万円，３，１７６百万円で４５．０％と３０．４％

の割合を占めるほど，地域経済が財政に多く依存してきた。今後，合併後の人

件費などの縮小に伴う歳出の減少のため，地域経済の停滞が現れるに間違いな

い。ちなみに，旧伊方町にも商店街そのものは存在せず，現在も住民は隣の八
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幡浜市保内町への買い物に出かけている。２０１０年８月に旧伊方町に中規模ス

ーパーの進出が決まっているものの，地元の零細小売店の破壊に直結し，商工

会などの従来のコミュニティーの空洞化になりかねない。合併によって旧３町

の商工会が統合されたにもかかわらず，隣の八幡浜市との統合が話題となるほ

ど，商工会の存亡が危うい現状である。さらに，旧瀬戸町・三崎町の場合，合

併による公共事業の縮小で土木建設業の経営も厳しくなっている一方，高齢者

が建設関係の現金収入で所得補�を補いながら祖先伝来の農地を守ってきた

が，現金収入が途絶えて耕作放棄地も増えている状況すら存在するのである。

国土保全や農地保全などの観点からも解決すべき喫緊の課題でもある。１９）

最後に，公共料金の変化を見れば，国民健康保険料で旧三崎町の場合，２００２

年の８６，３９１円から２００７年の６７，５４３円へ大幅な引き下げがあった反面，介護

保険料は２８，８００円から３７，２００円へと変わった。旧三崎町の国民健康保険料

は，旧伊方町・瀬戸町より約２８，０００円も高かったが，診療所運営に伴う赤字

が主な理由である。２００４年度の人口３，９８３名の旧三崎町には個人病院が２ヵ

所，診療所が３ヵ所もあったが，合併に備えて，旧三崎町は約４億円あった財

政調整基金を取り崩して国民健康保険特別会計の負債（診療所の施設勘定分）

に充てた。旧伊方町住民の反発を少しでも抑えたい思惑があったようである。

また，旧伊方町の場合，国民健康保険料は１，６３８円減であるが，保育料（４，２００

円増）と上水道料金（５２０円増）は却って引き上げられ，筆者の聞き取り調査

では合併前より公共料金が上がったことに対する旧伊方町住民の不満を聴取し

たこともある。ただ，旧瀬戸町は，上水道料金（５２０円増）を除いて，介護保

険料（４，８００円減）・国民健康保険料（１，５８０円減）・保育料（７，５００円減）の

引き下げという負担軽減が見られる。ちなみに，旧三崎町住民は，サービス水

準の低下として，ゴミ収集回数が従来の週３回から合併後の２回に減ったこと

を取り上げた。

１９）北村朋生「愛媛県における合併市町の現状と課題」『住民行政の窓』第３２２号，２００８年
６月，２４ページ。
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２．持続可能な地域社会・財政を目指して

� 新しい町への創造と課題

合併後，人口は増加するどころか，合併前の２００４年度の３町の合計１３，０７６

人から２００７年の１２，１１８人に減っている。若者の町外への流出とともに，高齢

化が進み，その介護などの福祉の経費も増えつつある。ちなみに，四国電力の

原発および社員寮などが存在する役場所在地が町内で最も高齢化率が低いもの

の，２３．５％を示しているほどである。このように，後継者の不足問題も重なっ

て地元の基幹産業である農林水産業も衰退しつつある。

そのため，（新）伊方町は原発関連以外の産業として，風力の導入に積極的

である。計６０基の導入計画で２０１０年２月現在４６基が稼働しており，１２基を

建設している。内訳を見れば，町営４基，四電などの共同出資３１基，民間企

業単独２５基からなっている。しかし，こうした大幅な導入は地球温暖化対策

の一環と言うより，四電の RPS（Renewable Portfolio Standard）法２０）対策に沿っ

た形での導入または企業の参入のように思える。四電が風力の発電量すべてを

購入しており，風車の補修も四電関連会社の四電エンジニアリング（旧瀬戸町

所在）が単独で引き受けている。その反面，半島の景観は著しく毀損されてお

り，新しい産業としての雇用創出も期待できない現状である。例えば２０基の

風力を運営している三崎ウインドパワー㈱の場合，管理人として地元住民が１

人雇用されているのみである。なおかつ，１１～１４号機の場合，騒音・振動・

電磁波の被害を訴える住民（旧三崎サザエバエ部落）対策として１８時から翌

朝８時までの稼働を休止している。さらに，こうした風力の積極的な導入にも

かかわらず，町の風力関連の固定資産税収は２００５年の５，２８８千円から２００８年

度に１８，５６３千円に増えたが，雇用のみならず税収面でも新しい目玉の産業と

は言い難い状況である。

２０）２００３年に導入された，「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」
であって，一般電気事業者は発電量の一定割合を新エネルギー発電源から賄うことを義務
づけている。
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また，（新）伊方町は観光を成長産業の一つとして打ち出しているが，佐田

岬半島はかつて「岬十三里」と呼ばれる交通の難所である。１９９０年に新しい

道路のメロディーラインが開通したが，依然として宿泊者より日帰りの客が大

半である。２００５年の（新）伊方町を訪れた客４６８，４４７名のうち，宿泊客は２５，４５０

人で５．２％に過ぎない。２１）この数値には原発の定検作業などの宿泊者がかなり含

まれていると推察される。今後，原発定検期間が従来の稼働期間１３ヵ月以内

から１８ヵ月，さらに２４ヵ月までに段階的に伸びることで，宿泊業を中心に地

域経済に深刻な影響を与えるであろう。また，旧三崎町の九州行きの航路が一

つ廃止され，従来の「海の駅」の建設計画も頓挫し，「佐田岬半島ツーリズム

振興計画」も思ったとおりに進んでいない現状である。

今後，持続可能な町つくりのためには，産業振興を担う人材の育成とりわけ

若者の流出を止める政策が優先されるべきである。若者の定着は，農漁村の生

産力の確保のみならず，地域の文化や消防団活動など地域を支える原動力とな

る。町内唯一の高校の三崎県立高校は移設整備で旧三崎町が約１０億円の投資

を行ったが，少子化の影響で学生数は減る一方である。今後，学校を進学クラ

ス・原子力関連の工業クラス・介護クラスなどに分け，地域のニーズに合う人

材育成の中心とするべきではなかろうか。この場合，四電の協力は欠かせない

ものであって，四電の地域貢献の明示化にも役に立つであろう。（新）伊方町

も立派な公共施設の建設よりも，電源三法交付金を用いた若者向けの町営住宅

の増設，子育ての利便性を高めるなど，基幹産業の農林水産業の後継者の養成

に努めるべきである。筆者の聞き取り調査で，旧伊方町の若い女性に子供用の

遊具がそろった公園の整備がほしいと聞き，それを役場へ伝えると，遊具は保

育園や幼稚園に設置されており，また（新）伊方町は自然が豊かで町全体が公

園という返事が返ってきたほどである。さらに，高齢化の進行につれて抛棄し

た家の再利用を望む行政側と，現代式の町立アパートの拡充を求める若年層と

２１）財団法人電源立地センター『平成１９年度振興計画策定（広域）「愛媛県」』報告書，２００８
年３月，２８ページ。
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の異見も存在する。

さらに，合併するに当たって，旧３町の財産，施設および債務などを新町が

引き続くことを原則としているが，新しい町への融合を急ぐ側面から，とりわ

け電源三法交付金で積み立てた伊方町地域振興基金３，１１６，８０８千円の基金の使

途に問題がある。合併後，この基金のための新しい積み立ては行われていない

ものの，合併委員会で旧伊方町のみに使途が限られた。また，現在もその具体

的な使途は決まっていないが，対象地域を限定することは新町として一体感の

醸成を図るに当たって決して望ましいと言い難い。使途として，地方債の削減

に充てることもありうるのではなかろうか。

最後に，１９８１年から旧伊方町と周辺地域の一般家庭や営業所などに原子力

立地交付金として，電気料金の補助の形で一定金額が年一回交付されている。

例えば電灯契約の場合，旧伊方町の需要家一口当たり年間７，３２０円である。し

かし，合併前から適用対象の旧瀬戸町・三崎町は，合併によって同一行政区域

となったにもかかわらず，各々３，６６０円から５，４８４円への割増にとどまり，旧

伊方町よりは依然として低い現状である。新しい自治体への帰属意識を高める

ためには制度的な垣根を崩した方がよいのではなかろうか。

� 使用済み核燃料税の導入へ

（新）伊方町にとって，地方交付税の合算特例が段階的に減少する２０１５年度

までに，持続可能な町づくりおよび安定的な財政の確立が欠かせない。ところ

で，農林水産業以外の産業がない現状では，原発関連の電源三法交付金と税収

を長期的でかつ有効にいかに活用するかが鍵となってくる。

旧伊方町は，合併を進めるとともに，今後も地方交付税の大幅な削減が続く

と見込まれるので，２００３年４月から使用済み核燃料税の導入を検討し始め

た。町内での議論とともに，町場ではこの税をすでに導入している原発立地町

村の実態調査をも行った。しかし，プルサーマルの実施に伴う核燃料サイクル

交付金と，県税の核燃料税の配分の協議などが重なり，使用済み核燃料税の導
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図－６ 固定資産税の変化と固定資産税における四電の割合の変化

出所）（新）伊方町の内部資料

入に関する検討を一時中断した現状である。今後，国の財政�迫は解消の見込

みがなく，電源三法交付金と固定資産税の大幅な削減または先細りをも考慮す

れば（図－６），（新）伊方町が選択すべき措置として独自の使用済み核燃料税

を導入し，その財源を，増大する社会福祉分野の経費に優先的に充てることを

検討しなければならない。

前述のように，旧伊方町が使用済み核燃料税の導入を検討し始めると，２００９

年に県税の核燃料税率を１０％から１３％に引き上げた愛媛県は，初めてその税

収の１％を原発立地地域の（新）伊方町と近隣の八幡浜市へ配分することを取

り決めた。従来から伊方町は愛媛県に核燃料税の配分を求め続けてきたが，普

通交付税の不交付団体という理由で配分がなかったのである。愛媛県は核燃料

税の税収１％のうち，（新）伊方町にその８０％，八幡浜市に２０％の配分を決

め，２０１０年度からの配分で前者に約４，７０８万円が交付される。

しかし，（新）伊方町が町税の使用済み核燃料税を導入する場合，県からの

核燃料税収の配分額よりも大きい金額になりうる。例えば，すでに使用済み核

燃料税を導入している�摩川内市と柏崎市の場合，課税標準と税率が異なるも

のの，２００６年度（予算）に前者は２億５，８００万円，後者は年平均５億４，０００
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万円の税収を上げている。使用済み核燃料税の導入が議論された伊方町の場

合，２００６年の３月基準で約１億７，０００万円の税収が見込まれる。２２）使用済み核

燃料税の導入の目的が，敷地内の使用済み核燃料の削減か税収のいずれであろ

うが，県税の核燃料税の配分が初めて決まった背景として，使用済み核燃料税

の負担に対する原子力事業者の何らかの働きがあったのではなかろうか。

いち早くプルサーマルの実施に合意し，２０１０年３月にプルサーマル発電に

踏み切った愛媛県の場合，核燃料サイクル交付金として５年間にわたって６０

億円が交付され，県が２６．７億円，（新）伊方町が２６．７億円，八幡浜市６．６億

円に配分される。（新）伊方町の主な使途として，５年間にかけて防災行政無

線（移動系）整備，緊急避難道路整備，災害避難所耐震補強事業，消防施設整

備事業など，プルサーマルの実施に伴う施設の整備が大半である。伊方原発３

号機でのMOX燃料と高燃焼度燃料（Step�）との並行実施は世界初の試みと

して，注目を集めているだけに，リスク増大に予め備えることで住民の安全・

安心感を高めることはできようが，住民の日常生活に必要なサービスや地域の

産業振興などに直接つながるものとは言えない現状である。今後，原発の稼働

率の向上につれて，原子力事業者の住民税も増えるものの，政府は立地市町村

への電源三法交付金の増額および使途の拡大を行うべきである。ひいては，電

源三法交付金を一般財源化または特別基金として運用する制度の抜本的な改善

も求められる。

ちなみに，愛媛県は（新）伊方町の使用済み核燃料税の導入に対する同意の

みならず，稼働後３０年を超えた伊方原発１号機を対象とした，原子力発電施

設立地地域共生交付金（上限２５億円）が交付されるように事業計画案の策定

に急ぐべきである。なお，核燃料税と核燃料サイクル交付金の配分率を巡る時

間的な浪費が再び生じないように，愛媛県は早めに（新）伊方町などと共生交

付金の配分率についても対話を行うべきではなかろうか。

２２）拙稿「プルサーマルの導入と地域社会」『IRC』第２２８号，２００７年６月，３２ページ。
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旧３町が合併に追い込まれた背景として，地方交付税制度の見直しや三位一

体改革，合併旧法の優遇措置が取り上げられよう。言い換えれば，財政状況の

�迫や危機感が市町村合併を促したことに他ならないのである。言うまでもな

く，平成の大合併は国の財政運営の悪化を一時的に先送りする，財政効率化の

ために利用された手段であると言わざるを得ない。２３）

旧３町の合併も，公共サービス水準の維持や住民自治の向上よりも，人件費

の削減による財政運営の効率化のみが強調された合併となったと言える。な

お，旧三崎町長の異質な飛び地合併論のような紆余曲折もあったが，旧来の地

域間の連帯を中心に旧３町の合併に至った。しかし，財政運営の困難を脱却す

るために合併しても，合併特例債と地方交付税の合併算定替えの特例などを除

けば，財政的なメリットは人件費の削減程度に限られている。合併の効果は中

長期的に評価すべきであろうが，そもそも，旧３町のように細長い地形で集落

が点在するような中山間地域では，規模の経済性を活かすことが困難である。

また，当然ながら，産業構造も似通っているために相互補完と言えるものもな

く，地域社会は思ったほど変貌しておらず，行政にも大きなインパクトはない

ようである。

また，旧３町の合併が財政面で若干の改善をもたらしたとはいえ，少子・高

齢化の進行で財政的に厳しさが増すと思える。また，今後景気低迷などからみ

ても地方交付税の大幅な増額も期待できない状況である。しかも，原発関連の

交付金と税収も先細りするうえ，農林水産業も衰退しつつある（新）伊方町の

持続可能性は決して明るくない。また，伊方町地域振興基金のように，（新）伊

方町への帰属意識または一体感を妨げるものもある。

（新）伊方町の持続可能な町づくりのためには，若者の定着率の向上のため

２３）金澤史男「市町村合併政策の転換と財政的背景」『農村と都市をむすぶ』第５３巻第１１
号（６２６号），２００３年１１月，４４～４５ページ。
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の教育・保育，老人福祉・医療などを中心にした政策が欠かせない。なおか

つ，利用率の低いハコモノ建設への投資的経費を減らし，地域の特性と住民の

意見を活かした地場産業の育成に努めるべきである。最後に，強固な財政力の

確保の一手段として，使用済み核燃料税の積極的な導入の再検討も求められ

る。

（本稿は２００９年度松山大学特別研究助成金による成果の一部である。）
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